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第１章 市民意向調査 

 

１．調査の概要 
 

 

① 調査目的 

本調査は、第３次東近江市環境基本計画の策定に向けた取組の一環として、市民の意識

を把握するために実施した。 

 

② 調査対象 

本調査は、東近江市に在住する 18 歳以上の市民の中から、無作為に抽出した約 1,500

人を対象とした。 

 

③ 調査方法 

本調査は、郵送による配布・回収の方法で実施した。 

・調査票の投函日：令和 6 年 11 月 22 日 

・調査票の受付締切日：令和 6 年 12 月 16 日 

 

④ 実施主体 

本調査の実施主体は東近江市である。 
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２．集計結果 

 本調査は、東近江市在住の 18 歳以上の市民から無作為に抽出した 1,489 人に調査票を

配布し、518 人から回収した。回収率は 34.8％であった。 

 

３．回答者の属性 

① 性別 

本調査の回答者の性別は、男性が 50.4％、女性が 48.6％、無回答が 1.0％であった。 

 

50.4% 48.6%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者

（518人）

男性 女性 無回答

 

図 １-1 回答者の性別（N=518） 

 

② 年齢 

回答者の年齢構成は、「70 歳以上」が 32.8％と最も多く、次いで「60 代」が 23.2％で

あった。これにより、60 歳以上の回答者が全体の 56.0％を占めている。 

5.0%

9.7% 13.5% 15.1% 23.2% 32.8%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者

（518人）

29歳以下 30歳代 40歳代 50歳代

60歳代 70歳以上 無回答

 

図 １-2 回答者の年齢（N=518） 
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③ 居住地 

 回答者の居住地は、「能登川地区」が 21.8％と最も多く、次いで「蒲生地区」が 11.8％、

「八日市地区」が 11.6％、「五個荘地区」が 11.0％となった。 

また、旧八日市市に属する 8 地区を合計すると、全体の 38.0％を占めている 
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2.9%
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(N=518)

 

図 １-3 回答者の居住地（N=518） 
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４．環境項目に対する関心度 

「関心がある」「やや関心がある」を合わせた『関心がある』と回答した割合が高い

環境項目の上位 3 つは、以下のとおりである。 

1. 「空気のきれいさや水の質、騒音などの生活環境」（87.5％） 

2. 「地球温暖化（地球全体の気温が上昇すること）や気候変動（気温や天候が長期

的に変化すること）」（86.7％） 

3. 「ごみや廃棄物の問題」（85.8％） 

一方、「関心がない」「あまり関心がない」を合わせた『関心がない』と回答した割

合が高い環境項目の上位 3 つは、以下のとおりである。 

1. 「鈴鹿山脈の自然環境」（21.0％） 

2. 「市外へ流出する消費やエネルギー代金」（15.6％） 

3. 「農林水産業」（13.9％） 
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空気のきれいさや水の質、騒音などの生活環境

地球温暖化(地球全体の気温が上がっていること)や

気候変動(気温や天気が長期間で変化すること)

ごみや廃棄物の問題

琵琶湖の自然環境

愛知川や日野川などの川の自然環境

野生動物や植物について

地域のコミュニティや人と人とのつながり

農地や里山、河川のそばの林などの自然環境

人口や世帯数の変化

自然をいかした地域の産業

地域の歴史や文化の大切さ

農林水産業について

鈴鹿山脈の自然環境

市外へ流出する消費やエネルギー代金の問題

関心がある やや関心がある

どちらともいえない／わからない あまり関心がない

関心がない 無回答
 

図 １-4 環境項目に対する関心度（N=518） 
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５．環境に関する取組に対する重要度と満足度 

環境に関する取組について、今後、優先的に行う必要があると思われる重要度が高く、

満足度が低い取組（重要度×満足度）は下図のとおりで、重要度が高く、満足度が低い取

組は、以下のとおりである。 

⚫ 「温室効果ガスの削減対策（家庭や企業の太陽光発電や省エネなどを進めるための

支援）」 

⚫ 「気候変動に適応するための対策」 

⚫ 「外来生物（外から来た生物）の対策」 

⚫ 「森林の育成と次世代への継承」 

再生可能エネ

ルギー

菜の花エコプロ

ジェクトの推進

農業、林業、水産業の

振興（育成）

地元で作られた

食材や木材の利

用促進

環境にやさしい商品

やサービスの提供
エコツーリズム

の推進

森里川湖の保全

活動（流域全体

を守る）

グリーンインフラの

整備

自然と共生できる

まちづくり

生物多様性に取り組む

企業との連携

エネルギーの節約

（省エネ）の推進

温室効果ガスの

削減対策

気候変動に適応す

るための対策

森林の育成と次世代

への継承
環境に配慮した土

地利用の推進

森里川湖の保全

と再生

歴史や文化資源

の保護

生物多様性の調査

と保護

外来生物（外から来

た生物）の対策

快適な生活環境

の確保

美しい景観（見た

目）づくり

安全なまちづく

りの推進

ごみ量を減らす

ための取組

リサイクルの促

進

ごみの適正処理・分

別の徹底

環境活動団体への応

援や資金支援

企業と連携した

資金提供の仕組

みづくり 市民、企業、行

政が協力する場

づくり

持続可能な社会を担

う人材育成

市民が自然体

験をする機会の

推進

環境教育の推進

-30%

-25%

-20%

-15%

-10%

-5%

0%

5%

10%

15%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

満
足
度

重要度

 

 図 １－５ 環境に関する取組の重要度×満足度（N=518） 

重要度：「重要である」「やや重要である」と回答した割合の合計から、「あまり重要でない」「重要でない」と回答した割合の合計
を差し引いて算出した値 

満足度：「満足している」「やや満足している」と回答した割合の合計から、「やや不満である」「不満である」と回答した割合の合
計を差し引いて算出した値 

緑色：環境を保全再生する取組、ピンク色：環境を活用する取組、青色：環境をつなぐ取組 
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６．地球温暖化対策に関する取組意欲 

地球温暖化対策に関する取組意欲について、「すでに行っていて、これからも続けた

い」「まだ行っていないが、今後行いたい」を合わせた『今後、取組意欲がある』と回

答した割合が高い上位 3 つの取組は、以下のとおりである。 

1. 「ごみの分別やリサイクルをきちんと行う」（92.7％） 

2. 「日常生活での節電やエネルギーの節約」（90.5％） 

3. 「地元で作られた野菜や食べ物を買う」（82.0％） 

87.1%

63.5%

61.2%

45.0%

58.9%

43.1%

44.6%

35.1%

23.7%

8.9%

3.1%

14.5%

17.6%

14.1%

11.8%

3.9%

5.0%

2.3%

1.0%

5.6%

27.0%

20.8%

34.9%

19.3%

32.0%

25.1%

24.7%

29.9%

38.8%

38.2%

26.1%

21.6%

21.2%

22.8%

22.6%

17.4%

9.8%

7.1%

2.5%

1.5%

2.1%

2.3%

2.9%

3.9%

9.5%

2.1%

1.9%

2.7%

3.1%

2.7%

2.5%

2.5%

5.0%

3.7%

2.7%

1.9%

1.7%

1.2%

3.5%

6.0%

6.8%

5.6%

7.5%

10.4%

22.0%

25.1%

24.3%

31.3%

36.1%

35.1%

41.9%

19.7%

35.1%

46.7%

49.2%

51.0%

1.9%

2.7%

7.7%

8.7%

11.6%

10.8%

8.3%

13.5%

17.8%

23.0%

22.6%

18.9%

21.4%

18.1%

38.8%

31.1%

25.9%

34.7%

36.9%

1.7%

1.7%

2.1%

2.3%

1.7%

2.7%

2.1%

2.5%

1.5%

2.3%

1.7%

1.7%

1.7%

2.1%

1.9%

3.7%

2.3%

1.9%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ごみの分別やリサイクルをきちんと行う

日常生活での節電やエネルギーの節約

地元で作られた野菜や食べ物を買う

エコ商品（環境にやさしい商品

やサービス）を購入する

エコドライブ（燃費をよくする運転）をする

エコ家電（省エネ家電）を買う

近所づきあいや地域の交流を増やす

できるだけ市外の大型ショッピング

センターやネット販売ではなく、

地元のお店を利用する

車をハイブリッドカーや

電気自動車に変える

森や里山の保全活動に参加する

環境に関するイベントや

講習会に参加する

市内でできるだけ車を使わず、なるべく

徒歩や自転車、公共交通機関を使う

自宅に太陽光発電を設置する

市外への移動をできるだけ鉄道にする

エコ住宅を新築したり、リフォームする

HEMS（家のエネルギーを管理

するシステム）を導入する

自宅に太陽熱温水器を設置する

薪ストーブやペレットストーブを使う

薪やペレットを使うボイラーを導入する

すでに行っていて、これからも続けたい まだ行っていないが、今後行いたい

すでに行っているが、これからは行いたくない まだ行っていないし、今後も行いたくない

この質問は自分には当てはまらない 無回答
 

図 １-6 地球温暖化対策に関する取組意欲（N=581） 
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７．自然環境の回復や生物多様性の向上を目指す対策への取組意欲 

自然環境の回復や生物多様性の向上を目指す対策について、「すでに行っていて、こ

れからも続けたい」「まだ行っていないが、今後行いたい」を合わせた『今後、取組意

欲がある』と回答した割合が高い上位 3 つの取組は、以下のとおりである。 

1. 「水や電気を節約する」（90.9％） 

2. 「リサイクルをしっかり行う（紙やプラスチック、金属の分別）」（90.1％） 

3. 「使い捨てではなく、長く使える商品を買う」（83.0％） 
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80.1%
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62.5%

45.9%

49.6%

39.4%

31.3%

46.7%
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18.0%

24.3%

15.6%
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5.2%

10.6%

6.6%

5.6%
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15.8%

10.0%

28.8%

20.3%

36.3%

27.0%

37.1%

42.3%
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49.4%

34.9%
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35.7%

25.9%
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36.5%
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31.5%

29.3%

29.5%
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1.9%

1.9%

2.1%
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1.9%
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2.7%

3.5%
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3.9%
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6.9%
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7.1%

11.4%

11.2%

12.4%

18.9%

20.7%

17.2%

28.4%

25.7%

23.6%

26.6%

27.2%

27.6%

33.6%

34.4%

30.9%

35.7%

34.0%

1.9%

2.7%

5.8%

4.6%

7.1%

7.5%

8.3%

9.5%

11.0%

15.3%

20.7%

13.1%

17.2%

19.3%

23.0%

21.8%

23.4%

19.5%

18.3%

25.9%

24.7%

27.0%

1.9%

1.7%

2.3%

1.7%

2.1%

2.5%

2.1%

2.7%

2.5%

2.3%

2.5%

3.1%

2.3%

2.3%

1.7%

2.9%

3.7%

2.5%

2.7%

3.5%

3.5%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

水や電気を節約する

リサイクルをしっかり行う

(紙やプラスチック、金属の分別)

使い捨てではなく、長く使える商品を買う

プラスチックの使用を減らす

(マイバッグやマイボトルを使う)

地元の旬の食材を使った食事を楽しむ

使い捨て容器の代わりに、

繰り返し使えるボトルを使う

地元で作られた農産物や

オーガニック食品を買う

環境にやさしい商品(エコラベル

やフェアトレード商品)を選ぶ

自宅の庭やベランダにいろ

いろな種類の植物を植える

地域の自然保護活動(ごみ拾い

や植樹活動など)に参加する

持続可能な林業から生産

された木材製品を使う

自然由来の洗剤や石鹸を使う

自転車や徒歩、公共交通機関を使う

地域の川や湖の水を守る活動に

参加する (清掃活動など)

無農薬・無化学肥料の家庭菜園を始める

自然を守る活動に参加する

(森や川の保全活動に参加するなど)

在来種(昔からいる動植物)を守る活動

に協力する(外来種の駆除など)

自然について学ぶイベントに参加する

(ワークショップや講座など)

コンポスト(生ごみを肥料にする)

を使って生ごみを再利用する

再生可能エネルギーを使う

電力会社に切り替える

雨水をためて再利用する

システムを導入する

野生動物を守る活動に参加する

(生物の生息空間を保全するなど)

すでに行っていて、これからも続けたい まだ行っていないが、今後行いたい

すでに行っているが、これからは行いたくない まだ行っていないし、今後も行いたくない

この質問は自分には当てはまらない 無回答
 

図 １-7 自然環境の回復や生物多様性の向上を目指す対策への取組意欲（N=518） 
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８．再生可能エネルギーについて 

① 再生可能エネルギー施設用地としての利用意向 

再生可能エネルギー施設用地としての利用意向について、「利用すべき」「どちらか

といえば利用すべき」を合わせた『利用すべき』と回答した割合が高い上位 3 つの用途

は、以下のとおりである。 

1. 「公共施設（市役所、学校、コミュニティセンターなど）の屋根や敷地」（82.3％） 

2. 「工場の屋根や敷地」（81.7％） 

3. 「商業施設やオフィスビルの屋根や敷地」（81.1％） 

56.4%

53.3%

52.5%

27.0%

23.6%

21.2%

15.4%

15.3%

12.9%

13.1%

25.9%

28.4%

28.6%

32.6%

22.2%

22.2%

14.7%

13.3%

14.5%

14.3%

11.4%

11.4%

12.7%

28.8%

23.9%

27.0%

32.8%

35.5%

30.1%

29.7%

1.9%

2.3%

2.3%

3.9%

12.4%

12.7%

16.2%

14.7%

19.5%

19.1%

2.7%

2.1%

1.7%

5.2%

15.6%

15.1%

18.9%

19.1%

21.0%

21.4%

1.7%

2.5%

2.1%

2.5%

2.3%

1.7%

1.9%

2.1%

1.9%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共施設(市役所、学校、コミュニティ

センターなど)の屋根や敷地

工場の屋根や敷地

商業施設やオフィスビルの屋根や敷地

住宅(集合住宅を含む)の屋根や敷地

公園や緑地

草地や原っぱ

河川敷や湖のほとり、ため池

田んぼや畑の上の空間(支柱で高い

位置に太陽光発電を設置する)

寺や神社の敷地

森や林

利用すべき どちらかといえば利用すべき

どちらともいえない／わからない どちらかといえば利用すべきではない

利用すべきではない 無回答

 

図 １-8 再生可能エネルギー施設用地としての利用意向（N=581） 
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② 生き物が生息している場所の利用意向 

生き物が生息している場所への再生可能エネルギー施設用地としての利用意向につ

いて、「利用すべき」「どちらかといえば利用すべき」を合わせた『利用すべき』と回

答した割合が高い場所は、以下のとおりである。 

⚫ 「人間以外の生き物があまり生息していない場所」（50.0％） 

この場所が最も高い割合となっている。 

21.8%

2.5%

1.2%

28.2%

10.4%

4.6%

27.8%

29.9%

20.5%

8.3%

27.0%

23.2%

12.0%

28.2%

48.6%

1.9%

1.9%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人間以外の生き物があまり生息

していない場所

よく見かける、身近な生き物が

生息している場所

あまり見かけない、貴重な生き物が

生息している場所

利用すべき どちらかといえば利用すべき

どちらともいえない／わからない どちらかといえば利用すべきではない

利用すべきではない 無回答
 

図 １-9 再生可能エネルギー施設用地としての利用意向（N=581） 
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③ 場所の利用意向 

再生可能エネルギー施設用地としての利用意向について、「利用すべき」「どちらか

といえば利用すべき」を合わせた『利用すべき』と回答した割合が高い場所は、以下の

とおりである。 

⚫ 「耕作放棄地や放置林のような、以前は人が出入りしていたが、現在は放置され

ている場所」（61.6％） 

この場所が最も高い割合となっている。 

32.4%

21.4%

17.8%

11.8%

29.2%

19.1%

18.5%

21.2%

22.6%

29.7%

24.9%

33.2%

5.8%

11.4%

18.7%

18.5%

8.1%

16.2%

17.8%

13.1%

1.9%

2.1%

2.3%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

耕作放棄地や放置林のような、以前は人が

出入りしていたが、現在は放置されている場所

山の奥深い所のような、以前から

人の出入りがほとんどない場所

市街地や集落のような、日常的に人が

生活している場所

農地や里山のような、定期的に人が

出入りしている場所

利用すべき どちらかといえば利用すべき

どちらともいえない／わからない どちらかといえば利用すべきではない

利用すべきではない 無回答
 

図 １-10 再生可能エネルギー施設用地としての利用意欲（N=518） 
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④ 再生可能エネルギーの利用意向 

再生可能エネルギーの利用意向について、「賛成する」「やや賛成する」を合わせた

『賛成する』と回答した割合が高い再生可能エネルギーは、以下のとおりである。 

⚫ 「燃料としての間伐材（森林を健康に保つために間引かれた木材）の利用」

（75.5％） 

この項目が最も高い割合となっている。 

44.0%

41.3%

27.8%

27.8%

21.6%

31.5%

29.3%

27.2%

25.3%

29.9%

18.7%

18.9%

37.3%

30.3%

26.6%

1.7%

4.2%

2.3%

8.1%

10.8%

2.3%

4.2%

3.5%

5.6%

8.3%

1.7%

1.9%

1.9%

2.9%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

燃料としての間伐材(森林を健康に保つ

ために間引きされた木材)の利用

建物の屋根に設置する太陽光発電

川での小規模な水力発電

風力発電

地上に設置する太陽光発電

賛成する やや賛成する なんともいえない

／わからない

やや反対する 反対する 無回答

 

図 １-11 再生可能エネルギーの利用意向（N=518） 

 



 

－12－ 

９．自由回答 

市民の意見の傾向を以下に示す。 

 

1. 自然保護（55 件） 

⚫ 生物多様性の保全や森林の維持管理に関する意見が多数寄せられている。 

⚫ 河川の雑木林や森林の整備の必要性についての懸念が見られる。 

⚫ 市内の自然環境を保全しつつ、適切な管理を求める声が多い。 

2. エネルギー（31 件） 

⚫ 太陽光発電や再生可能エネルギーの推進に関する意見が多く、特に公共施設への設置

を望む声が多い。 

⚫ 一方で、ソーラーパネルの設置場所や景観への影響に対する懸念もある。 

3. 廃棄物管理（23 件） 

⚫ ごみの分別やリサイクルの推進、不法投棄対策の強化を求める声が挙がっている。 

⚫ リサイクルに対するインセンティブの導入を求める意見が目立つ。 

4. 災害対策（10 件） 

⚫ 水害への懸念が多く、河川の管理や治水対策の強化を求める声がある。 

⚫ 気候変動に適応するための防災対策の充実を期待する意見もある。 

5. 防犯・安全（2 件） 

⚫ 夜間の街灯の設置や防犯カメラの強化を求める声が見られる。 

全体として、市民の関心は「自然環境の保全」「エネルギー政策」「ごみ管理」に集中し

ている。特に、環境施策の進め方に対する具体的な要望や提案が多いことが特徴である。 
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第２章 事業者意向調査 
 

 

１．調査の概要 

 

① 調査目的 

東近江市では、第３次東近江市環境基本計画策定に向けた取組として、事業者の意識調

査を実施する。 

 

② 調査対象 

本調査は、概ね従業員数 20名以上の市内事業者を対象とする。 

 

③ 調査方法 

本調査は、郵送にて配布、回収した。 

・調査票投函日 ：令和６年 11 月 22 日  

・調査票受付締切日 ：令和６年 12 月 16 日 

 

④ 実施主体 

本調査の実施主体は、東近江市である。 
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２．集計結果 

 本調査は、概ね従業員数 20名以上の市内事業者 237事業所に調査票を配布し、122 事業

所から回収した。回収率は 51.5％であった。 

 

３．回答者の属性 

① 業種 

本調査の回答者の業種は、「製造業」が 40.2％と最も多く、次いで「卸売業・小売業」

と「医療・福祉」が 13.1％であった。 

0.0%

4.1%

1.6%

3.3%

6.6%

2.5%

2.5%

0.0%

13.1%

3.3%

2.5%

7.4%

13.1%

40.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

無回答

その他

電気・ガス・熱供給・水道業

金融業・保険業

運輸業・郵便業

教育・学習支援業

農業・林業

不動産業・物品賃貸業

医療・福祉

その他のサービス業

宿泊業・飲食サービス業

建設業

卸売業・小売業

製造業

(N=122)

 

図 ２-1 回答者の業種（N=122） 
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② 営業年数 

 回答者の営業年数は、「20 年以上」が 81.1％と最も多く、８割を占めている。 

 

0.8%

81.1%

15.6%

2.5%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

無回答

20年以上

10年以上20年未満

５年以上10年未満

３年以上５年未満

３年未満

(N=122)

 

図 ２-2 回答者の営業年数（N=122） 

 

③ 居住地 

回答者の事業所の所在地は、「八日市地区」が 18.0％と最も多く、次いで「五個荘地区」

と「湖東地区」が 16.4％、「能登川地区」が 12.3％となった。 

 

2.5%

2.5%

7.4%

12.3%

16.4%

4.1%

16.4%

2.5%

2.5%

18.0%

3.3%

0.8%

4.1%

3.3%

4.1%

0.0%

0% 10% 20% 30%

無回答

わからない

蒲生地区

能登川地区

湖東地区

愛東地区

五個荘地区

永源寺地区

南部地区

八日市地区

中野地区

建部地区

御園地区

玉緒地区

市辺地区

平田地区

(N=122)

 

図 ２-3 回答者の事業所の所在地（N=122） 
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４．環境項目に対する関心度 

「関心がある」「やや関心がある」を合わせた『関心がある』と回答した割合が高い

環境項目の上位 3 つは、以下のとおりである。 

1. 「ごみや廃棄物の問題」（91.8％） 

2. 「地球温暖化（地球全体の気温が上昇すること）や気候変動（気温や天候が長期

的に変化すること）」（83.6％） 

3. 「空気のきれいさや水の質、騒音などの生活環境」（82.0％） 

一方、「関心がない」「あまり関心がない」を合わせた『関心がない』と回答した割

合が高い環境項目の上位 3 つは、以下のとおりである。 

1. 「鈴鹿山脈の自然環境」（18.8％） 

2. 「農林水産業について」（16.4％） 

3. 「野生動物や植物について」（14.0％） 

50.8%

62.3%

37.7%

32.0%

39.3%

41.0%

27.9%

22.1%

20.5%

26.2%

22.1%

22.1%

15.6%

12.3%

41.0%

21.3%

44.3%

46.7%

39.3%

34.4%

40.2%

43.4%

43.4%

33.6%

32.0%

28.7%

27.9%

27.9%

4.9%

10.7%

13.9%

18.0%

15.6%

17.2%

23.0%

24.6%

23.0%

30.3%

31.1%

36.9%

36.9%

43.4%

0.0%

4.1%

1.6%

0.8%

4.1%

5.7%

4.9%

5.7%

10.7%

4.9%

10.7%

7.4%

13.1%

9.8%

1.6%

1.6%

1.6%

2.5%

0.8%

1.6%

3.3%

4.1%

1.6%

4.1%

3.3%

4.1%

5.7%

6.6%

1.6%

0.0%

0.8%

0.0%

0.8%

0.0%

0.8%

0.0%

0.8%

0.8%

0.8%

0.8%

0.8%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ごみや廃棄物の問題

地球温暖化(地球全体の気温が上がっていること)や

気候変動(気温や天気が長期間で変化すること)

空気のきれいさや水の質、騒音などの生活環境

人口や世帯数の変化

地域のコミュニティや人と人とのつながり

琵琶湖の自然環境

愛知川や日野川などの川の自然環境

農地や里山、河川のそばの林などの自然環境

地域の歴史や文化の大切さ

自然をいかした地域の産業

野生動物や植物について

市外へ流出する消費やエネルギー代金の問題

鈴鹿山脈の自然環境

農林水産業について

関心がある やや関心がある

どちらともいえない／わからない あまり関心がない

関心がない 無回答
 

図 ２-4 環境項目に対する関心度（N=122） 
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５．環境に関する取組に対する重要度と満足度 

環境に関する取組について、今後、優先的に行う必要があると思われる重要度が高く、

満足度が低い取組（重要度×満足度）は下図のとおりで、重要度が高く、満足度が低い取

組は、以下のとおりである。 

⚫ 「温室効果ガスの削減対策（家庭や企業の太陽光発電や省エネなどを進めるための

支援）」 

⚫ 「気候変動に適応するための対策」） 

⚫ 「持続可能な社会を担う人材育成」 

再生可能エネ

ルギー

菜の花エコプロ

ジェクトの推進
農業、林業、水産業の

振興（育成）

地元で作られた

食材や木材の利

用促進

環境にやさしい商品

やサービスの提供
エコツーリズム

の推進

森里川湖の保全

活動（流域全体

を守る）

グリーンインフラの

整備

自然と共生できる

まちづくり

生物多様性に取り組む

企業との連携

エネルギーの節

約（省エネ）の推

進

温室効果ガスの

削減対策

気候変動に適応す

るための対策

森林の育成と次世代

への継承

環境に配慮した土

地利用の推進

森里川湖の保全

と再生

歴史や文化資源

の保護

生物多様性の調査

と保護

外来生物（外から来

た生物）の対策

快適な生活環境

の確保

美しい景観（見た

目）づくり

安全なまちづく

りの推進

ごみ量を減らす

ための取組

リサイクルの促

進

ごみの適正処理・分

別の徹底

環境活動団体への応

援や資金支援

企業と連携した

資金提供の仕組

みづくり

市民、企業、行

政が協力する場

づくり

持続可能な社会を担

う人材育成

市民が自然体

験をする機会の

推進

環境教育の推

進

-15%

-10%

-5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満
足
度

重要度

 

図 ２－５ 環境に関する取組の重要度×満足度（N=122） 

重要度：「重要である」「やや重要である」と回答した割合の合計から、「あまり重要でない」「重要でない」と回答した割合の合計
を差し引いて算出した値 

満足度：「満足している」「やや満足している」と回答した割合の合計から、「やや不満である」「不満である」と回答した割合の合
計を差し引いて算出した値 

緑色：環境を保全再生する取組、ピンク色：環境を活用する取組、青色：環境をつなぐ取組 
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６．地球温暖化対策への取組意欲 

地球温暖化対策に関する取組意欲について、「すでに行っていて、これからも続けた

い」「まだ行っていないが、今後行いたい」を合わせた『今後、取組意欲がある』と回

答した割合が高い上位 3 つの取組は、以下のとおりである。 

1. 「業務での節電や省エネルギーを実践する」（94.3％） 

2. 「エコドライブを実践する」（87.7％） 

3. 「車を購入するとき、ハイブリッドカーや電気自動車を選択する」（72.9％） 

73.0%

54.9%

33.6%

38.5%

27.0%

15.6%

14.8%

9.0%

4.1%

3.3%

9.8%

2.5%

0.8%

4.1%

3.3%

0.0%

0.0%

21.3%

32.8%

39.3%

32.0%

36.9%

34.4%

13.9%

19.7%

22.1%

22.1%

12.3%

16.4%

14.8%

8.2%

8.2%

7.4%

4.9%

1.6%

1.6%

1.6%

0.0%

0.8%

0.8%

1.6%

1.6%

0.8%

0.8%

0.8%

0.0%

0.0%

0.8%

0.0%

1.6%

2.5%

0.8%

3.3%

15.6%

9.8%

23.0%

23.8%

45.1%

44.3%

14.8%

44.3%

40.2%

40.2%

44.3%

24.6%

32.0%

54.1%

54.1%

2.5%

6.6%

8.2%

18.0%

11.5%

24.6%

23.0%

24.6%

57.4%

28.7%

35.2%

38.5%

38.5%

61.5%

55.7%

35.2%

36.9%

0.8%

0.8%

1.6%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務での節電や省エネルギーを実践する

エコドライブを実践する

車を購入するとき、ハイブリッド

カーや電気自動車を選択する

業務で使う機械類を高効率

のものに転換する

太陽光発電設備等を設置する

太陽光発電や水力発電を行い、

業務用電力に活用する

市外への移動をできるだけ鉄道にする

市内でのガソリン車による移動を、徒歩

・自転車・公共交通機関に切り替える

トラックを購入するとき、ハイブリッド

カーや電気自動車を選択する

太陽熱温水器を設置する

石油消費を天然ガスに転換する

BEMS(ビルエネルギーマネジメント

システム)を導入する

石油消費をバイオマス燃料に転換する

遠方への輸送を海上輸送に切り替える

トラック輸送の一部を鉄道や

船舶に切り替える

給湯器を薪やペレット、BDF(バイオ

燃料)を使うボイラー にする

暖房設備を薪ストーブや

ペレットストーブにする

すでに行っていて、これからも続けたい まだ行っていないが、今後行いたい

すでに行っているが、これからは行いたくない まだ行っていないし、今後も行いたくない

この質問は自分には当てはまらない 無回答
 

図 ２-6 地球温暖化対策への取組意欲（N=122） 
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７．自然環境の回復や生物多様性の向上を目指す対策への取組意欲 

自然環境の回復や生物多様性の向上を目指す対策について、「すでに行っていて、こ

れからも続けたい」「まだ行っていないが、今後行いたい」を合わせた『今後、取組意

欲がある』と回答した割合が高い上位 3 つの取組は、以下のとおりである。 

1. 「廃棄物を削減し、リサイクルや再利用を徹底する」（83.6％） 

2. 「水の使用の最適化や水源の保全など水資源を守る」（71.3％） 

3. 「使用する資源を最小限に抑え、持続可能な形で調達する」（68.8％） 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

廃棄物を削減し、リサイクル

や再利用を徹底する

水の使用の最適化や水源

の保全など水資源を守る

使用する資源を最小限に抑え、

持続可能な形で調達する

物流によるCO2排出を最小限にする

事業所内に植栽エリアを

設けて緑化を進める

エネルギーを再生可能

エネルギーに切り替える

環境教育活動を支援する

東近江市三方よし基金(市の環境や地

域を守るために活動を応援する基金)

や地域の環境保護活動に貢献する

地元の自然資源を優先的に使用する

製品やサービスが自然に与える

影響を最小限にする設計を行う

自然環境保護の重要性を学ぶ研修

や教育プログラムを実施する

森林保全活動に参加する、

または資金支援を行う

エネルギー効率が高く、自然素材

を使った建物を建てる

環境データを監視し、自然

への影響を評価する

環境保護団体やNPOと

連携し、保護活動を行う

雨水の再利用や屋上庭園を導入する

事業所内に生態系を守るエリアを設ける

自然環境の回復を目的とした

プログラムを導入する

野生動物の生息地を保全する

すでに行っていて、これからも続けたい まだ行っていないが、今後行いたい

すでに行っているが、これからは行いたくない まだ行っていないし、今後も行いたくない

この質問は自分には当てはまらない 無回答
 

図 ２-7 自然環境の回復や生物多様性の向上を目指す対策への取組意欲（N=122） 
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８．自由回答 

事業者から寄せられた意見の傾向を以下に示します。 

 

1. 環境施策の利便性・運用改善 

• 中部清掃組合の利便性向上が求められている。 

• 街路樹の維持管理が困難であり、植栽の選定をより持続可能なものへ変更する必要

があるとの意見があった。 

2. 自然環境の保全 

• 東近江市の自然環境は十分に保たれていると感じている事業者がいる一方で、若者

の転出を防ぎ、転入者を受け入れるための環境整備が必要であるとの指摘があった。 

• 特に、インフラ整備を含めた生活環境の改善が重要であるとする声があった。 
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第３章  第３次東近江市環境基本計画策定に向けた留意点 

本調査の結果を踏まえ、第３次東近江市環境基本計画の策定にあたり、考慮すべき留意

点を以下に整理する。 

 

1. 市民の意識の把握と注目の検討 

市民・事業者ともに関心が特に高い「空気のきれいさや水の質」、「温暖化」、「ごみや廃

棄物問題」に対して、具体的かつ効果的な対策を優先的に検討する必要がある。 

関心が低かった「鈴鹿山脈の自然環境」、「市外へ流出する消費するやエネルギー代金」、

「農林水産業」などについては、認識向上に向けた啓発活動の工夫が求められる。 

 

2. 重要度が高い満足度が低い取組の強化 

市民調査では「温室効果ガスの削減対策」「気候変動への対応」「外来生物の対策」「森林

の育成と次世代対策への継承」が、重要性が高く満足度が低い取組として、優先的に検討

する必要がある。 

事業者調査では「温室効果ガスの削減対策」「気候変動への対応」「持続可能な社会を見

据えた人材育成」が重点的に取組むべき課題として考えられる。 

 

3. 地球温暖化対策の推進 

市民・事業者とともに「ごみの分別やリサイクルの実施」「節電や省エネルギー」「エコ

ドライブ」など、身近な行動に対する取組が高い。 

 

4. 自然環境の回復と生物多様性の向上 

「水や電気の節約」「リサイクルの推進」「使い捨てではなく、長く使える商品の選択」

など、市民が積極的に取組む行動が確認された。環境保全と持続可能なライフスタイルの

両立を支援するための具体的な施策が求められる。 

 

5. 再生可能エネルギーの活用推進 

公共施設や工場、商業施設の屋根・敷地を活用した再生可能エネルギー導入が市民・事

業者の双方で高く支持されている。施設設置の具体的な条件整備や市の支援策の検討が重

要である。放棄や放置林の活用についても、自然環境への配慮を考慮しつつ推進策を検討

する必要がある。 

 

6. 自由回答の意見 

市民からは「自然環境の保全」「エネルギー政策」「ごみ管理」についての具体的な要望

が多く寄せられている。これらの声を踏まえた具体化が重要である。 

事業者からは「清掃組合の適応性向上」や「街路樹の持続可能な維持管理」など、具体

的な課題が指摘されており、これらの要望に応えるための交渉が求められる。 


